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   開     議 

 

 

○町田義昭委員長 おはようございます。 

 これより決算特別委員会を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告委員はございません。

よって、ただいまの出席委員は定足数に達して

おります。 

 

 

 平成２２年度長井市各会計決算に関 

 する総括質疑 

 

 

○町田義昭委員長 それでは、昨日に引き続き、

総括質疑を続行いたします。 

 

 

 大道寺 信委員の総括質疑 

 

 

○町田義昭委員長 それでは、順位４番、議席番

号８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 おはようございます。 

 昨日に引き続き、決算総括ということで、さ

せていただきます。 

 きょうも大変暑くなるというお話がございま

すけれども、これ以上議論で熱くなると熱中症

になるかもしれませんので、冷静に質問させて

いただきたいと思います。よろしくお願い申し

上げたいと思います。 

 決算総括で私が通告してありますのは、市民

直売所の１点についてであります。以下、質問

させていただきますので、よろしくお願い申し

上げたいと思います。 

 市民直売所につきましては、平成21年12月定

例会におきまして、いわば準備期間ということ

もあっての補正予算が出されたわけであります

けれども、そのときに開設の考え方、あるいは

狙い等について示されました。さまざま質疑さ

れましたけれども、可決をされまして、22年４

月よりの本格オープンに向けての準備というこ

とがスタートでありましたけれども、今回の決

算に伴いまして、この市民直売所の初年度であ

る22年度の収支状況が示されましたけれども、

この内容を中心に、以下、質問するものでござ

います。 

 まず、１年目の収支状況の当初予定に対する

違いについてでありますけれども、当初の経営

目標では、売り上げで6,000万円、生産者売り

上げ4,800万円、業者売り上げが1,000万円、運

営売り上げ200万円と想定をしておりましたけ

れども、この経営目標については、当時の、当

時というのは平成21年12月の議会での予算総括

質疑の答弁、髙橋孝夫委員が質問した答弁では、

この6,000万円の考え方は、想定コストから考

えた採算分岐点ということで示したと、こうい

う答弁がございました。しかし、それから詳細

が決定されれば変動するものであると、こうい

う考えだったと思います。 

 その後、詳細の内容が詰められまして、平成

22年３月の定例会におきまして、緊急雇用対策

事業補助金の活用、あるいは直売所振興費など

の変更ということをしながら運営をされてきた

わけでありますけれども、９月２日に商工振興

課から示されました菜なポートの収支状況によ

りますと、収支差額はわずか３万3,000円余り

と、３万4,000円程度ということになっており

まして、これを緊急雇用事業の補助金、これは

地場産業に対する長井市からの委託料というこ

とになりますけれども、これを加味すると、こ

れを除けば、除けばという言い方はおかしいん

ですけれども、これをいわば加味いたしますと、

大幅に赤字ということになっております。 
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 そこで、まず当初想定の経営目標との違いが

どこにあるのかについて、商工振興課長にお伺

いをいたします。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 その前に、大変恐縮でございますが、９月２

日付で私どものほうから議会の皆様方にお示し

をさせていただいた平成22年度菜なポート収支

の資料につきまして、大変恐縮ですが、この場

で一たん訂正をさせていただきまして、議員の

皆様方には、改めて文書にて修正の報告をさせ

ていただきたいと思いますので、ご了承いただ

きたいと思います。 

 支出でございますが、予算のほうの金額で、

支出ですが、人件費が608万9,920円に訂正をさ

せていただきたいと思います。それから購入費

でございますが、150万円加えさせていただき

まして、4,830万円で予算を組んでございます。

収入合計、支出合計が同じ6,741万円でござい

ます。大変申しわけございませんでした。 

 これにつきましては、22年の３月議会の補正

の審議の際に、当時の農林課長のほうから資料

を提出させていただきました補正予算第１号に

関連する資料をもとに、この予算金額を作成を

しているものでございましたが、部材費の購入

費150万円がここの中に漏れておりました。お

わびして、訂正をさせていただきたいと思いま

す。 

 それでは、当初の試算、それから今の状況の

差異につきましてご説明を申し上げたいと思い

ます。 

 当初の試算につきましては、経済再生戦略会

議のプロジェクトチームのほうで議論した中身

でございます。それと平成22年度予算の補正の

際にお示しをさせていただきました実行予算の

相違点について、初めに説明をさせていただき

たいと思います。 

 収入では、市の委託料900万円を加えまして、

売り上げを5,800万円にしてございます。売り

上げ自体につきましては、当初の目標の6,000

万円から200万円ほど下げた金額で設定をして

ございます。これにつきましては、多少かた目

にというふうなことで考えたものというふうに

思われます。収入合計が当初の試算よりも約

700万円増というふうになってございます。そ

れに対しまして人件費で350万円の増、それか

ら直売所振興費で同じく350万円ほどの増加に

なってございます。 

 その要因、あるいは経過といたしましては、

当初の試算では、月額12万円程度の職員２名で

運営を想定をしておりました。しかしながら、

その後の詰めの結果、実行予算では常勤２名、

それからパート３名の体制をもって運営をする

というふうなことになった結果でございます。 

 それから、直売所経費につきましては350万

円ほどふえているわけですが、３月までの協議

の結果、最終的には３団体、伊佐沢共同直売場

さん、愛菜館さん、それから虹の駅さんに対す

る還元率というふうなものが、８％あるいは

13％にするというふうなことになったものによ

るものでございます。その他の科目につきまし

ては、それぞれ出入りがありますが、この２点

が大きな相違点であろうというふうに見ており

ます。 

 それから、実行予算と決算の相違点につきま

してでございますが、収入自体は約2,000万円

ほどの増というふうになりました。それにつき

ましては、売り上げが基本的に伸びたというふ

うなことでご理解をいただきたいと思います。 

 しかしながら、支出におきまして販売物の購

入費が、売り上げが伸びた分、1,600万円ほど

増加になってございます。それから直売所振興

費でも100万円の増、それから冷ケースの増設

などによる電気料の増によりまして光熱水費、

これが120万円ほどふえてございました。さら

に警備の委託、あるいは監視カメラの設置、消



 

―２２９― 

＋

防設備や冷ケースの修理、そういったふうな当

初想定をしていなかった雑費が120万円ほど増

加するというふうなことになりました。収益を

上げるまでには至らなかったというふうなこと

でございます。 

 総体といたしまして、人件費、需用費、雑費

等の積算あるいは見通しが当初試算並びに実行

予算の段階でも見通せなかった部分があるとい

うふうに思ってございます。ただ、その中でも、

直売所振興費のシステムが今のような形であり

ますと、実際に手元、地場産業振興センターの

ほうの収益として、純益として入る額自体がか

なり厳しいものになるというふうなところが一

番大きな部分かなというふうに感じておるとこ

ろでございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 今、るる説明をいただ

きました。 

 私が質問したのは、当初の想定、いわゆる経

営目標からすると、その後いろいろ詰められて、

人が実は足りない、あるいはさっき言った振興

費、これも各団体との話で、それぞれ団体によ

って違いますけれども、８％、13％の振興費を

団体に出すと、こういうこと等があって、いわ

ば実行予算の中で進めてきたと、こういうお話

でございますけれども、なかなかその辺のとこ

ろが、当時の議会の議論の中でも一部はっきり

しなかったと。私のとらえ方も悪かったと思い

ますけれども、きちっとした説明がなかったの

ではないかと、こういうふうに思っておりまし

て、改めて整理する意味でお伺いをしたいわけ

ですけれども、ここの雇用の補助金の900万円、

長井市からすれば委託料900万円、ここの、当

初と違ったのは人件費が多くなったとか何かと

いうご説明ありました。さらにパート２名ふえ

たと、こういう話ありましたけれども、この

900万円の、これ全部人件費じゃないはずです

ので、この900万円の支出に、どういう支出に

振り分けられておるのかと、これをまずちょっ

とお伺いをしたいと思います。 

 わかる方、農林課長でよろしいですか。じゃ

あ、農林課長、お願いします。 

○町田義昭委員長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 それでは、お答えを申し上

げます。 

 山形県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業と

いうふうなものの中の重点分野雇用創出事業で

900万円を委託をしたわけでございますが、900

万円のうち、人件費が687万円ほどでございま

す。そのほかには報償費、役務費、郵券代等で

ございまして、トータルといたしまして900万

円というふうな中身になっているところでござ

います。以上でございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 そうしますと、687万

円と今おっしゃいましたよね、900万円のうち。

これでいきますと、予算あるいは決算で見ると、

人件費、共済費とか報償費を全部入れれば、当

然それは上回っていくわけですけれども、基本

的にいうと人件費がほとんどということになり

ますでしょう、これで見ますとね。 

 そうしますと、当初、常勤２人と、足りない

からパートも入れてプラス２人、全部で４人で

しょうか、５人だか、ちょっとその辺わかりま

せんけども。そうすると、ここの人件費につい

ては、全部この補助金で賄ったと、結果として

ね、こういうことになるんでしょうかね。これ、

今の数字からいうとそうだと思いますが、そう

いうふうに理解してよろしいですか。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 全体的な数字としては、そういうふうにご理

解をいただいても構いませんが、たしか10万円

ぐらいだったと思うんですか、地場産業振興セ

ンターからの持ち出し分がたしか、アルバイト

の追加分というんですか、アルバイトを頼んだ
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というふうな部分につきましては地場産センタ

ーのほうから出ているはずでございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 わかりました。じゃあ、

基本的にいうとそういうことで、せっかくある、

あるというんじゃないんだな、当初やっぱり経

営目標を立てたところからすれば、いろんな条

件が重なって、自前ではとてもできないんで、

この補助金を使ってやろうと、こういうふうに

したということですね、結論としては。そうい

うふうに理解をしたいと思います。 

 そこで、先ほどの予算、訂正があったわけで

すけれども、これからいえば予算上はプラマ

イ・ゼロですから、さっき、わずか３万4,000

円しか利益ないと、収支差はないというふうに

私申し上げたんですけれども、これからいうと、

予算どおりだからいいと、裏を返せばね、そう

いうことになるんでしょうけども、しかし、私

はそうはならないというふうに思うんです。後

でまた、その質問をしますけれども、結果とし

て大変やっぱり当初の目標といいますか、それ

からいえば、非常に経営的には大変な経営だと

いうふうに私は理解をしております。 

 ややもしますと、先ほど言ったように、この

売り上げ目標6,000万円というのは、ずっと生

きているんですよ、中身が変わっても。なぜか

というと、この成果報告書、農林課の補助金の

あれで見ますと、やっぱり当初じゃなくて、目

標は6,000万円だと。それに対して7,700万円売

れましたというふうになっているんです。例え

ばそれだけ中身が変動していますから、当然

6,000万円売ったってペイしないということに

なるんですよね、普通でいえばね。それがずっ

と6,000万円でいって、実は7,700万円売れまし

た。みんないろんな手だてをとったからそうな

んですというぐあいに言われても、非常にその

辺は、ちょっと私、違うなと思うんです。 

 なぜかといいますと、この菜なポートがテレ

ビあるいは新聞等も含めて、いろいろ取り上げ

られて、非常に順調だと。そこの前面に出てく

るのは、売り上げ目標6,000万円に対して、す

ごくいいんですと、議会にもずっとそういう、

売り上げのところはずっと説明があるわけです。

非常に順調にいっているんですと。そこがちょ

っと私は違うんだと思うんです。そこのところ

をぜひ間違えないように、実はこの収支のとこ

ろについて質問していると、こういうふうに理

解をいただきたいと思いますけれども、それを

言いたいのは、採算分岐点が変わってくれば、

当然目標が違ってくると、ここのところをやっ

ぱり明確にしていかなきゃいけないんじゃない

かというふうに思うんですけども、それは、幾

らになるかというのは、後でまた質問をいたし

ます。 

 そこで、振興費のところ、先ほど商工振興課

長が言われました。これから非常にここが、

８％、13％なんて違いますけれども、これをそ

のままのシステムでいけば大変厳しいと、こう

いうお話なんですけれども、まずそこの８％、

13％、違うというのは、そこの理由というのは、

どこでそうなったのか。それから団体によって

違うということについて、８％の団体のところ

は、13％になったということについて、これ十

分理解をしているのか、その辺についてお聞き

をいたしたいと思います。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 平成21年の12月から２月あるいは３月にかけ

て、直売所の準備の事務局会、あるいは準備の

委員会等を行ってきております。その準備会に

つきましては、基本的に３団体の代表の方に入

っていただきまして、このシステムをどういう

ふうにすればいいかというふうなことで議論を

いただいたということでございます。 

 その中で、最終的には８％の団体さん、それ

から13％の団体さんというふうなことで、それ
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ぞれが了解をいただいたというふうな結果でご

ざいます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 いろいろ話し合った結

果、ここに落ちついたという説明だけじゃ、じ

ゃあ何でですかといっても、わからないという

ことですよね。そこでみんなで話し合って、そ

れでいいと決めたからこうなんだと、そういう

理解でよろしいですね。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 大変恐縮です。 

 ３団体のそれぞれの販売店等については、そ

れぞれの状況がございました。特に私が聞いて

いるところでは、虹の駅さんのちょうど近くに

なるというふうなことで、店舗を閉めざるを得

ないんじゃないかというふうな点が重要なとこ

ろになったかなというふうに思ってございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 そこは、いろいろ議論

して了解したということであれば、それでしよ

うがないんだと思いますけれども、その辺も非

常によくわからないというのが私は実態だと思

います。理由はあると思います。 

 ちょっとここだけやってると、また時間とり

ますので、後ほどまた市長に質問しますから。 

 先ほど言いました、当初はやっぱり運営コス

トからいって採算分岐点6,000万円だと、こう

いう売り上げだったということでありますけれ

ども、先ほど申し上げたように、当然変動コス

トというか、それが変わってくれば採算分岐点

というのは変わってくるわけですけれども、今

のそういうコストでいきますと、採算分岐点と

いうのはどの程度の売り上げになるかというこ

とについて質問したいと思います。 

 平成23年度の予算額というのもいただいてい

まして、これでいきますと大体8,000万円とい

う目標になっているんですけれども、これでい

って86万5,000円の差益だと、こういう予算上

のあれなようですけれども、いわば私が言いた

いのは、6,000万円が目標だというだけでは、

当然そこだけひとり歩きしちゃ困るんですよ。

だから採算分岐としてやっぱりそこを、本当は

900万円、自前で全部やろうとすれば、そんな

もんじゃないんですね、この採算分岐点という

のは。そこはきちっとやっぱり明らかにしてい

く必要があるんではないかというふうに思うん

ですけども、今のコストからいって採算分岐点

というのはどの程度になるかについてお聞きを

したいと思います。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 平成23年度の事業予算をもとに経費的な状況

を見てみますと、人件費、それから事業運営に

係る需用費が合わせて1,370万円ぐらい。それ

から建物あるいは設備の賃貸料が480万円ぐら

いになってございます。合計で1,850万円ぐら

いになるというふうなことでございます。これ

を単純に販売手数料を15％として一本で収入を

得るというふうな形にしますと、１億2,000万

円ぐらいの売り上げが必要となったというふう

に思われます。 

 ただ、現在の直売所の振興費につきまして、

仮に一律８％として計算をしますと、この振興

費も含めて、地場産の手数料で捻出をするとい

うふうな場合に必要な売り上げは２億6,000万

円程度になるのではないかというふうに思われ

ます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 それは最後のほうに今

後の見通し等について質問していますから、改

めてその辺については申し上げますけれども、

結果的に言うと、非常に大きな売り上げを必要

とするということだけは、まず間違いないとい

うふうに確認をしたと思います。 

 そこで、この市民直売所は、市長がたびたび

言われているように、ここの菜なポートの損益
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だけが目標じゃないんだということを言われて

います。これからの農業振興なり、あるいは中

央商店街の活性化なり、観光の面から、そして

経済活性化、あるいは雇用確保と、こういう面

も含めての３年間の実験だと、こういうふうに

おっしゃっているわけですから、私は収支だけ

を全部、だからという話はないということであ

ろうと思いますから、あえてそういう意味で、

２点目について質問したいと思います。 

 ３団体の各施設の売り上げはどうなったのか

についてであります。 

 21年の12月の答弁では、愛菜館、虹の駅、伊

佐沢共同直売場で約１億1,000万円程度だと、

こういう答弁をいただいております。そこで、

この市民直売所がオープンして１年経過、ある

いは１年半を経過しているわけですけれども、

現在、どの程度、この３団体の売り上げがなっ

ているのか、その辺についてお聞きをしたいと

思います。 

 虹の駅は、そっくり菜なポートに入ったわけ

ですから、それは菜なポートでの売り上げと前

の場所での売り上げの比較ということに単純に

なると思いますけど、そこをカウントするとい

うことになろうと思いますけども、その辺につ

いてどういうふうにとらえておられるのか、農

林課長にお伺いしたいと思います。 

○町田義昭委員長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 それでは、お答えをいたし

ます。 

 ３団体の各施設の売り上げでございますが、

平成21年度の長井愛菜館、伊佐沢共同直売場、

虹の駅の売り上げ金額の合計では、約１億円と

いうふうにお聞きしたところでございます。 

 平成22年度の虹の駅を除いた直売所単体、そ

れぞれの直売所の売上額でございますが、愛菜

館が前年度より13％の増、伊佐沢共同直売場は

5.6％の減というふうにお聞きしております。

伊佐沢共同直売場の場合、春先のイチゴが余り

よくなかったというふうなことで、それが一つ

の原因だとお聞きしたところでございます。 

 また、菜なポートでの愛菜館関係の売り上げ

は1,431万円、これ平成22年度の実績ですが、

伊佐沢共同直売場関係は422万円となっており

ます。この売り上げは、菜なポートができたこ

とによる増収分というふうに考えることが、そ

れぞれの直売所にとっては増収分というふうに

考えることができるものではないかと思います。 

 虹の駅は菜なポートの中に入りましたので、

菜なポートでの虹の駅関係の売り上げを見ます

と、単体で営業していた前年度から比べますと

193％というふうなことで、93％ふえたという

ふうな状況になっているところでございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 そうしますと、当初の

各団体の売り上げからすると、これでいうとか

なりふえたと、こういうふうにとらえていいん

だろうと思います。それは非常に、いわば大き

な成果というふうに言えるのではないかという

ふうに思います。 

 そういう状況の中では、もう一方は、第３点

目の民業圧迫になっていないかという部分なん

です。この団体以外、施設以外、ほかの業者の

売り上げですね、小売店、一般的にいうと八百

屋さん、あるいは野菜を扱う卸売業者、あるい

はスーパーなどの売り上げの推移というのはど

のようにとらえておられるのか。そういうとこ

ろに影響してないのかどうか、その辺について、

わかる範囲で商工振興課長にお伺いしたいと思

います。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 市内の八百屋さんにお話を伺う機会がござい

ましたが、その方からは、「確かに営業的には

影響はあるものの、直売所というものがある意

味で時代の流れであって、町の活性化のために

は必要なものと感じる」というふうなお話があ
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 加えてですが、お客さんのほうも各店の特徴

を把握して、これはあそこで買う、これはあそ

この店がいいといったふうな形で買い物をして

いるようだというふうなことでありました。こ

うした考え方に立っていただきまして、それぞ

れの事業に取り組んでいただくということを期

待しているものでございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 大変長井市の八百屋さ

ん、立派ですね。影響はあるけれども、そうい

うのはもう、長井市にとってはいいことだから

という言い方をされているようですけども、少

なくとも私どもが見ておりますと、少なからず

影響はあるということではないかと思います。 

 あわせまして、これ民業と直接関係ないわけ

ですけども、当初の計画では、特に白鷹町の直

売所は、長井市から相当行ってんだろうと、そ

の辺のうち１億円は長井市から行って買ってる

んでねえかと、こういう話で、そこからいわば

この菜なポートに戻したいと、こういう話がご

ざいましたけれども、これは大変聞くのもちょ

っと変な話ですけどね、白鷹町さんの土里夢館

のところを聞くのはおかしいんですけれども、

その辺については、もしわかるんであれば、そ

の辺の状況についても、ぜひお聞かせをいただ

きたいと思います。商工振興課長、農林課長、

どちらでも結構ですが、よろしくお願いします。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 土里夢館につきましては、ほとんど変わって

いないようだというふうなお話を聞いてござい

ます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 そうしますと、全体と

しては長井からじゃなくて、ほかのところから

も、この菜なポートというものに対して非常に

評価をいただいて、全体としては売り上げがふ

えたんだという結果になろうと思いますね、今

の質問のところからいえば。そういう意味では、

非常に成果が上がってるんだと、こういう言い

分だと思います。 

 そこで、その側面と、もう一つの側面がある

と思いますけれども、これも狙いの中では、農

業収入、所得をふやしていくのだと、こういう

のも狙いの一つだったわけです。それは、この

１年間でどうなったかというふうに質問すると、

大変難しいわけですね。農業収入が上がったか

なんて質問しても大変だと思うんですけども、

具体的に金額、所得が上がったかどうかという、

ぱっと質問すると、なかなか難しいと、答えは。 

 一方では、当然これは作付面積ですね、野菜

の作付面積を具体的にふやしたとか、あるいは

新しい加工品を開発して、それを菜なポートで

売った、この売り上げが非常にふえたと、こう

いう具体的なものが即農業収入のプラスと、こ

ういうふうに私は、そういう指標も、そういう

点からも当然とらえられるんじゃないかと思い

ますけれども、ぜひ農業収入がふえたと、この

ことがわかるんであれば、それはそれでお答え

いただきたいんですけども、私が申し上げまし

たように、そういう点で見た場合に、間違いな

くその辺はふえてると、作付面積とか加工品と

か、そういうのがふえていると、こういうふう

になっているのかどうか、その辺についてを質

問したいと思います。農林課長、よろしくお願

いします。 

○町田義昭委員長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 まず最初に、直売所を開設

したことによります市場拡大の部分について、

まずお答えをしたいと思います。 

 菜なポート開設前の既存直売所の売り上げは、

先ほども申し上げましたとおり、約１億円とお

聞きしているところですが、新しくできました

市民直売所の売上額に愛菜館、伊佐沢共同直売

場のお聞きしている売上額などから考えますと、
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約5,000万円ぐらい、市場は拡大したのではな

いかなというふうに想定されるところでござい

ます。 

 次の点でございますが、野菜や果樹等の栽培

面積などについては、実は従来、農林水産省の

統計として市町村ごとに発表されておりました。

その統計資料が平成18年度までで、それ以降、

市町村ごとのデータは公表されなくなっている

というようなことで、私どもは非常に振興策に

は苦慮してるんですが、そういった中ではござ

いますけれども、レインボープランの認証農産

物の関係の栽培状況については把握できており

ますので、この分で申し上げたいと思います。 

 平成21年度と平成22年度で比較いたしますと、

野菜が331アールから452アールと、121アール

増加しておりますし、認証件数も112件から159

件と、47件増加していると。そういった意味で

は、このような数字は菜なポートに出荷してい

こうというふうな農家の皆さんがふえたという

ことなのかなというふうに感じているところで

ございます。 

 また、菜なポートで売り上げのございました

登録生産者、売り上げのあった方ですが、167

人いらっしゃるんですけれども、この方々の青

果物等の販売額の平均ですね、１人当たりの平

均が25万6,000円というふうになっております。

これはあくまでも平均ですので、多い方はこれ

の何倍というふうな数字の方もいらっしゃると

いうふうなことですので、菜なポートだけでこ

のぐらいの方、販売額があると。農家の方では、

このほかに愛菜館とか共同直売場にも出荷され

ている方もいらっしゃるわけですので、相当１

農家当たりの販売額もふえているのではないか

なというふうに感じるところです。 

 また、新たな加工品として行者菜ウインナー、

米粉、きな粉なども販売されるようになってき

ておりますので、菜なポートの中では商品のす

そ野も非常に広がってきているのではないかな

というふうに思っているところでございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 その話だけ聞けば、本

当にすばらしいなというふうに思うんですけど

も、本当にこの作付面積のところ、レインボー

プランの認証の関係でのデータでありますから、

それはそれで正しいと思います。 

 ただ、一方では、そもそも長井市として農業

政策でこれからどんどんやろうというのは、遊

休地を含めて、そこをやっぱりもっと拡大しな

きゃいけないと、こういう政策として進んでい

るわけですね。そういうところからすれば、基

本的にはまだまだ、それ一歩を記したといえば

そうなんでしょうけども、その点ということか

らすれば、これ手放しで喜ぶような状況ではな

いんではないかと、私はそう思うんですけども、

その点からいってどうなんでしょうか。今まで

進めてきた、いわゆる農家、畑地の遊休地を、

もっと野菜を作付してもらって、どんどん生産

量をふやしていくと、こういう施策という点か

らいってどうかと、その辺についてひとつ教え

ていただきたいと思います。 

○町田義昭委員長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 お答えを申し上げます。 

 農業振興の方向としては、一つは水稲、大豆

等を中心とした土地利用型農業の推進というの

があると思います。この分につきましては集落

営農組織、農業法人化の組織などが非常に頑張

っておられて、成果を上げているというふうに

私どもとしては認識しております。 

 また、一方の面では、園芸作物の振興という

ことで、例えばトマト、あとサクランボ、花卉

類の振興も進めておりまして、例えば予算書な

どをごらんいただくとおわかりになると思いま

すが、創意工夫プロジェクト事業の採択件数、

あと活力ある園芸産地創出支援事業の採択件数

などを見ても、決して後ろ向きのではなくて、

非常に前向きな取り組みがなされているという
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ふうに思います。 

 それとあわせまして、やはり農家はそれぞれ

一つ一つ、小さな農家でも何とかして販売に結

びつけて所得を上げていこうというふうな部分

も大事でございますので、そういった意味では

菜なポートの存在というのは大きいのではない

かなというふうに思います。 

 また、あわせまして、いろんな補助事業でハ

ウス等をつくられて園芸作物を栽培されるとい

う方も、菜なポートを利用されて非常に所得を

上げられていらっしゃる方もいるということも

事実でございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 わかりました。 

 それでは、さっき言った狙いというところで

いいますと、５点目に上げています大都市圏へ

の販売拡大の可能性についてを質問したいと思

いますけれども、経済再生戦略会議での資料で

は、目的の一つに大都市圏への販路拡大に対応

と、あるいは期待すると、こういうふうになっ

ております。そして、この目的については、今

回の市民直売所菜なポートを、地場産センター

を主体にするということの意義にも、実は入っ

ております。そういうことが期待できるのだと、

こういうお話をいただいておりますけれども、

この間、販路拡大の取り組みをされてきてると

思いますけれども、その可能性について、これ

までの取り組み状況も含めて、商工振興課長に

お伺いをしたいと思います。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 東京事務所によります首都圏での外販売り上

げにつきましては、21年度、約100万円程度で

ございましたが、22年度、480万円ほどになっ

てございます。大田区の百貨店でのセールスが

大きな要因というふうに思われますが、４倍あ

るいは５倍ぐらいの売り上げになってございま

す。 

 また、大田区につきましては、区議会の皆さ

ん方も長井あるいは北中学校に視察においでに

なるというふうなことで交流が深まっておりま

すので、今後も区、あるいは商店街はもとより

ですが、区としての取り組みの中での参加がで

きるのではないかというふうに期待をしており

ます。 

 また、新たに渋谷区の商店街のほうからもお

話が来ているというふうなことでございます。

あるいは銀座のお店のほうから、特に果物を活

用したスイーツ等を一緒に開発しないかという

ふうなお話も来ているというふうなことでござ

いますので、今後に期待できる部分が多いので

はないかというふうに思います。 

 特に、地場産業振興センターがやることによ

ってというふうな部分で考えますと、地場産業

振興センター自体はこれまでも外販事業をやっ

てきたわけなんですが、特に首都圏等を考えた

場合には、農産物を糸口、あるいは先頭に出し

てアピールをするというふうな戦略は必要な、

あるいは適切な方法ではないかというふうに思

われます。そういった意味では、直売所を地場

産センターが運営をし、その中で首都圏への戦

略を形にしていくというふうなこと、さらにそ

れに付随をするような形で加工品等も展開をし

ていくというふうな、そういったふうな方向が

期待できるのではないかというふうに思ってお

ります。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 大変いい話ばっかりず

っと続いてきてるんですけども、その４倍にふ

えたと、4,800万円だということですけれども、

これ、私が質問しているのは結局、菜なポート

を一つの軸にして拡大すると、こういう一つの

目的を持ってたわけですけれども、その中身と

いうのは、農産物が非常にふえてきたと、こう

いうふうに理解してよろしいんでしょうか。そ

の中身はわかりますか。 
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○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 4,800万円というこ

とではなくて、480万円でございました。 

 内容といたしましては、基本的には農産物を

メインとして、それに食品業者の方々の商品を

加えるというふうな形で展開をしてございます。

ただ、その内訳の部分につきましては承知をし

ておりません。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 わかりました。 

 それでは、もう時間も、ちょっと最後まで質

問しちゃうと、市長に答弁いただくところがな

くなってしまうもんですから、ちょっと早くや

りたいと思います。 

 ６点目につきまして、雇用対策補助金活用後

の対応についてということであります。 

 これは、先ほどから申し上げているように、

直売所に対して県の雇用対策事業を活用してお

ります。形としては、市として具体的に言いま

すと、22年度は、農商工連携雇用創造事業補助

金900万円を地場産センター、つまり直売所に

委託料として支出するということになっており

ます。 

 23年度も、雇用対策事業のメニューが違うよ

うです。これでいきますと緊急雇用創出事業と

なるんでしょうか。ということで、これを活用

しているわけですけれども、これは私、一般質

問で雇用の関係で質問をした際も申し上げてい

るんですけども、緊急雇用、一部、重点分野を

除けば、この雇用対策事業は23年度で終わると

いうことになってるわけです。恐らく今、これ

を活用している緊急雇用創出事業というのは23

年度で終わりになるというふうに思っているん

ですけども、そうしますと、この市民直売所、

３年実験といいますから、24年度はまだこれを

運営していくということになると思いますけど

も、この24年度についてはどういう対応をする

のかということについて、商工振興課長にお伺

いしたいと思います。 

○町田義昭委員長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 委員のほうからお話

がありましたように、24年度、緊急雇用関係事

業につきましては、とりあえず重点分野につい

て新規のものを実施するというふうな予定であ

るというふうな連絡だけ入ってございます。こ

ういったふうな動きを注意しながら、この事業

について考えていく必要があるだろうというふ

うに思ってございます。当初から３カ年は事業

を実施していきたいというふうな考えでござい

ますので、緊急雇用対策事業、あるいはその他

の補助事業等を探すというふうなことが必要だ

ろうというふうに考えてございます。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 探すと。この間の一般

質問でも、これらの雇用対策についても、市長

からも、とにかく国のそういう継続したものを

期待するというお話がございましたから、期待

はいいんですけれども、しかしこれ、実際にな

いということになれば、これ自前で、地場産業

センターでも結構ですけども、独自財源でやり

ますと、先ほども触れたとおり、大幅な赤字で

すよね、間違いなく。 

 試験的に３年だと言われてますけども、既に

もう１年半を経過しているわけです、もう残り

は１年半と、半分だということになっておりま

して、平成23年度の予算で見させていただきま

すと、収支差額86万5,000円と、これが黒字に

なりますと、こうなってますけれども、先ほど

来から言ってるとおり、900万円の補助金が、

自前の財源でやろうとすると大幅な赤字という

ことになってしまうわけです。 

 そういうことからしますと、努力されて何と

か継続ということを使っていければ24年度、切

り抜けられるということですけども、仮にだめ

だということになっても、これを自前、市とし

て支援をしながらやっていくと、こういうふう
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に考えておられるのかどうか、まず市長に、そ

の点についてお伺いをしたいと思います。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 大道寺委員ご指摘のとおり、大

変厳しい経営状況であることは確かでございま

す。 

 長井市で大きな直売所ということについては、

市民の中からも望む声が、あるいは農家のほう

からの要望の声もございましたけれども、非常

にハードルが高い事業だと思っておりました。

しかし、緊急雇用で人件費部分が見込めるとい

うことから、22年度のオープンに踏み切ったわ

けでございますけれども、経過の中で、先ほど

大道寺委員からいろいろ、商工振興課長のほう

に質問がございましたが、直売所振興費という

のが大きなポイントだと思っています。 

 直売所振興費は、なぜ設けたかと。実際のと

ころ、これが大きく経営を圧迫していることは

明らかです。なぜこれを設けたかということに

ついては、現在の直売所の農家の参加形態とし

て、団体による参加、それと地場産業振興セン

ターというよりも菜なポートと直接契約という

２形態がございます。 

 当初心配されたのは、例えば愛菜館が、菜な

ポートができることによって売り上げがぐっと

減るんじゃないかと。そうしますと、愛菜館の

組織に対して、先ほど大道寺委員がおっしゃっ

たように、同じパイの奪い合いになってしまう

ということから、振興費ということを設けて、

愛菜館と伊佐沢共同直売場については８％、虹

の駅については、すぐそばに虹の駅の店舗があ

りましたので、これは間違いなく大変な影響が

あるということから、15％の手数料のうち13％

を配慮したわけです。その裏づけは、人件費部

分が国の支援を受けられると、その間に、まず

様子を見ようということでやったわけです。 

 結果として、結果オーライというわけではな

いんですが、売り上げが減らなかったというこ

とから、実は23年度、この手数料を何とか減ら

していただきたいというような交渉をしたんで

すが、やはりいろんな事情があって、ことし１

年は何とか今のままお願いしたいというような

団体からの要望でございました。その際に、し

かし、24年度以降は、それは難しいということ

を申し上げております。ですから、最終的には

13％と８％の部分を限りなくゼロにしないと経

営は成り立たないということを参加している団

体の皆様、また農家も理解いただいております

ので、まずはここの部分でご協力をいただくと

いうふうに思っています。 

 それと、あと売り上げをふやしていくという

ことで対応し、24年に仮にその緊急雇用等々の

人件費に対する国の支援がなくても、今後とも、

少なくとも24年度までは今のままの形態で、何

とか参加している農家の皆さんも含めてご協力

いただいて、運営していくべきだというふうに

思っております。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 これは単に直売所の採

算という視点ではないというのは前から言われ

てますから、それは市長、今、答弁あったとお

り、一定の成果が上がったんだと、これをやる

ために24年はと、自前でもやりますというお話

でございましたけれども、基本的にこの方式を

とってますと、農家の皆さん、何にも困らない

わけですよ、これ。手数料が入りますからね。

運営は全部地場産でやっていただいているわけ

ですから、赤字にも何にもならないという制度

ですよね、これでいきますと。これでずっとい

いんだということになっちゃうと、全く当初、

本来の目的が逆になってしまうんでねえかと、

こういう心配があるわけです、間違いなく。 

 なぜかというと、じゃあこのままで、いや、

もう全部、ほかの施設も全部上がったし、相乗

効果でいくんだと、だから直売所を皆さんでや

ってくださいというふうになった場合に、本当
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に引き受けますかということですね、このまま

では。こういうことになるわけですね。市が面

倒見ないで、もう皆さんやってくださいと、こ

れだけ皆さんの売り上げも減らなかったと、直

売所はやっぱりいいのだと、あとは市は、いわ

ば税金ですからね、雇用対策事業といったって、

国からもらってやるから税金、広い意味では税

金を使ってやるわけですから、いわばそういう

意味では、皆さんだけでやってくださいって、

なかなかこの経営状況ではできないです。 

（「そんなこと言ってないです」の声あり） 

○８番 大道寺 信委員 いやいや、そういうこ

とじゃなくて、そういうことになるわけです。 

（「ならない」の声あり） 

○８番 大道寺 信委員 何がならないんですか。 

 私が言ってるのは、このままで農家の皆さん

やってくださいとなった場合は、これ、やれる

ような状況じゃないです、この今の採算状況で

は。 

（「ならないです」の声あり） 

○８番 大道寺 信委員 いやいや、だから地場

産センターじゃなくて、本来、地場産センター

って言ったって、市から出してるわけですから。 

○町田義昭委員長 やりとりは、委員長を通して

やってください。 

○８番 大道寺 信委員 はい。済みません。 

 最初、自分で言って、熱くなってしまって申

しわけありません。 

 言ってるのは、私が申し上げてるのは、本来

はやっぱり地場産センターじゃなくて、農家主

体でやってもらうというのが基本だと思うんで

すよ、こういう直売所なんかは。それだけで、

市がどういう支援できるかという問題ですから、

そこからすると、要は先ほど申し上げたんです

けども、非常に売り上げは順調ですという言い

方だけすると、いかにもうまくいってるという

ことになってしまうわけですから、この辺につ

いては市長が言われたように、振興費どうする

か、これからいろいろ議論されると。したがっ

て、その24年度を一つの、もう実験の最後の年

と、こういうふうに決めてるわけですから、結

局、じゃあそれを一定の成果で、それがうまく

いったときに、じゃあ次の展開どうするんです

かということがあるわけです。 

 ここについては、盛んに言われているのは、

道の駅的なものを目指していくと、物産館と一

緒にするんだと。最近の市長の定例会での発言

でも、たびたび水の駅とか川の駅と、こういう

ような話が出てるわけですけども、この辺につ

いては、いずれそういうところと一緒になって

させると、こういう具体的な構想でおられるの

か。 

 もう既に川の駅の場所はここだなんていうと

ころが、何かちょっとうわさ等が出てるようで

すけども、それについて具体的な構想と、申し

上げたように直売所、24年まではこれでいくと、

成果はあるんだから、市としては24年度、自前

で出してもやりますと、こういうふうに今の市

長、お考えでしたから、そうしますと、その次

につなげなきゃいけない。そうすると、その辺

は今度、道の駅的な、水の駅、川の駅と、こう

いうところにつながっていくのか、そういう具

体的な構想をお持ちなのかどうか、市長に見解

をお伺いしたいと思います。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 まず、農家の皆さんが直売所を

運営するという形が一番理想的で、実際そうい

うところも多いわけです。しかし、長井の場合

はそういったところの部分が残念ながら難しい

と。また、農家側からも、自分たちでやりたい

というようなお話は、私は聞いておりませんで

した。したがいまして、非常にリスクのある菜

なポートの開設については地場産業振興センタ

ーでやろうということでやってきたわけです。 

 目的は、委員がおっしゃいますように、たく

さんの目的があるんですが、特に農業の振興の
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部分では、ある一定程度の成果は上げられたと

いうふうに思ってます。ですから、農家側が自

分たちで経営したいということよりも、農家側

の意向を菜なポートの経営に、運営に取り入れ

ておりますので、そういった意味では、ちょっ

と地場産業振興センターといいますか、行政側

が全くかかわらないとか、そういうことではな

くて、あくまでも農家と一体になって農業の収

入とか、いろんな目的を達成するためには、今

の形態で行ったほうがいいというふうに私は思

っております。 

 ご質問の今後、道の駅とか、あるいは川、水

の駅とか、そういったものについては、これは

あくまでも構想段階であります。ただ、経済再

生戦略会議の中でも、ぜひ長井も欲しいねとい

うようなことを言われておりますので、それら

については都市再生整備計画の中で、一応今、

計画を立てております。 

 ただし、これも計画を認められたとしても、

実施段階でもう少し詳しいシミュレーションを

しながら、その際には議会の皆様にもいろいろ

ご意見、ご指導をいただきながら決めていく内

容でございますが、行く行くはそういった外か

らの観光客、交流客のための、いろんな地元の

長井の物産を買っていただくような、そういっ

たものが必要ではないかなと。できればつなげ

ていければありがたいと、それらについては農

家の意見なども聞いて進めていきたいと思って

おります。以上です。 

○町田義昭委員長 ８番、大道寺 信委員。 

○８番 大道寺 信委員 私は、基本的に行政が

支援するということについては非常に大事なこ

とだと思いますけども、しかし、トータルとし

て見て、これ採算的に合わないような事業をし

ていくというのは、やっぱり非常に問題だと思

うんですね。少なくともそれは、市が支援する

ところは支援しますけれども、基本的に事業と

しても採算が合うというところに持っていかな

いと、その次の展開にはなかなかつながらない

んじゃないかと、こういう思いを持って質問さ

せていただきました。残り１年半ということで

ございますので、ぜひいろんな改善を含めてご

努力いただきますようにお願い申し上げまして、

質問を終わりたいと思います。ありがとうござ

いました。 
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○町田義昭委員長 次に、順位５番、議席番号10

番、佐々木謙二委員。 

○１０番 佐々木謙二委員 おはようございます。 

 私は、通告しております２点につきまして、

順次お伺いをしていきたいというふうに思いま

す。 

 最初に、市税等の徴収対策についてお伺いを

させていただきたいというふうに思います。 

 税務概要をいただきましたので拝見させてい

ただきますと、22年度の状況についてでありま

すが、一般市税の収納率が98.36から98.53、現

年度分です。それから現年度課税分と滞納繰り

越し分の合計が92.01から92.25というふうなこ

とで、13市の中でも３番目、４番目というふう

なことで、非常に高い収納率の実績を上げられ

ていることにつきましては、高く評価をさせて

いただきたいなというふうに思います。 

 また、滞納者に係る事項でありますが、差し

押さえ状況と換価処分の関係、これにつきまし

ても、見るところによりますと換価金額という

のが年々増加してきておりまして、徴収対策と

いうのも、これも評価できるのではないかと。

その結果、収納率の向上につながっているんだ

ろうというふうに思っております。 

 それで、22年度の状況、未済額、滞納額の関

係ですが、一般市税で現年度分が4,379万2,000 


